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Ⅰ．篠原メガソーラーとは  
 
名古屋市に本社を構える大手製薬会社（Ｋ社）
1) が、山梨県北杜市小淵沢町上笹尾篠原の地に所
有する 4筆の土地約 30,000㎡の森林を約 25,000㎡
伐採し、地上設置の太陽光発電所（出力 1,700KW、
太陽光パネル 7,000 枚）を近接住民と話し合いを
行うことなく建設し平成 26 年 8 月 26 日から東京
電力に売電稼働しています。本稿では、このメガ
ソーラーを篠原メガソーラー、その行為を開発事
業と呼びます。 
小淵沢町上笹尾篠原は標高約 1,000m、「八ヶ岳
南麓」というブランドを冠する避暑地で八ヶ岳連
峰、富士山、南アルプスを一望できる素晴らしい
景観・環境を擁する風光明媚で豊水に恵まれた地
域です。NPO法人ふるさと回帰支援センターが毎
年、同法人が運営する『ふるさと暮らし情報セン
ター』利用者を対象に実施している「2014年田舎
暮らし希望地域ランキング」（回答者 2,885人）で、
山梨県が長野県を抜いてトップになりました。山
梨県内で移住者が一番多いのが北杜市です（ふる
さと回帰支援センター 2015）。四季折々に、関東、
中部、関西圏から多くの観光客を迎えている地域
でもあります。 
篠原地区には地元住民、移住者そして山荘住民
を含めて約 400 戸の世帯があります。とりわけ夏
季は、山荘住民の多くが森林に囲まれた景観・環
境を楽しみ、森林浴や休息・保養で都会では味わ
うことのできないゆっくりと流れる時間の中に身
を置いて有意義に過ごしていました。 
特集記事 | Feature Article 
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このような地域住民にとって、篠原メガソーラー
の開発事業は景観・眺望・環境の破壊、豪雨等の
自然災害による土砂崩れの懸念、生態系の変化、
地価の下落など、従前の住民生活を一変させる一
大事であり、また、太陽光パネルには様々な重金
属が使用されていることから破損事故対策と安全
面の危惧が重要な課題になりました。 
周辺住民で結成した「篠原森林を守る会」によ
る開発事業反対署名には篠原地区と北杜市内外か
ら 3,870 筆が寄せられ、平成 26 年 7～8 月にかけ
て、Ｋ社、施工会社のＳ社、山梨県知事、北杜市
長宛にそれぞれ提出されましたが、Ｋ社、Ｓ社は
訪問した住民を玄関から中に入れずに門前払いの
対応に終始しました。こうした行為には驚かざる 
 
 
を得ませんでした。 
 
Ⅱ．篠原メガソーラーの社会的、地域的貢献は見
いだせない 
 
篠原メガソーラーに果たして社会的、地域的貢
献性が見いだせるのでしょうか。 
 
1. 地元の雇用増なし 
一種の発電所ではありますが労働力を必要とせ
ず、無人運転、自動監視の発電所ですので地元の
雇用増には全く貢献しておりません。 
 
2. 災害時、地元に優先的な給電なし 
篠原メガソーラーは発電した電力を東京電力に
売電しています。しかし、篠原地区ならびに小淵
沢町の予期せぬ停電時に、東京電力から地域住民
に優先的な給電を行う仕組みはありません。 
 
3. 市の財政増はわずか 
北杜市の場合、太陽光発電設備の土地の評価額
は周辺宅地の評価額の３割にするという免税優遇
措置があります。このため、固定資産税は極わず
かでしかなく市財政への貢献はほとんどありませ
ん。 
 
4. 否定的側面の大きさ 
(1) 篠原の森林には鹿、猪、鳥類が生息していま
す。25,000㎡もの森林を伐採すると間違いなく動
植物の生態系に少なからぬ変化をもたらすことで
しょう。また、開発事業地は土砂災害警戒区域を
含んでおり、地質調査の結果や設計に用いる降雨
強度の数値について近接住民に十分な情報公開が
あって然るべきでしょう。残念ながらＫ社からこ
のような住民説明はいっさいありません。 
(2) 篠原メガソーラーの、とりわけ北側の近接住
民は否応なしに無機質な太陽光パネルを見ながら
暮らすことになります。景観・眺望は一気に壊さ
図 1. 周辺住民に配布された 
  Ｋ社による開発事業のイメージ図 
 
写真 1. 篠原メガソーラー全景 
（出典：新潮社 2014, p.15） 
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れます。我々が山梨県のガイドラインに依拠して
善処を訴えるまでもなく、事業者は常識的な対応
として太陽光パネルが見えないよう植林を施す対
策があって然るべきでしょう。Ｋ社が山梨県に開
発許可申請した書類を開示請求して我々が得た資
料には、開発事業地の東側の道路際には植林する
ことが明記されていますが、肝心の近接住民側に
はなんら対策が計画されておりません。また、篠
原メガソーラーの稼働は 20年間で、その後につい
ては山梨県に原状回復の誓約書が提出されていま
した。大規模に森林を伐採して売電による全量固
定価格買取制度・FIT（Feed in tariff）を活用した
20年の収益期間を過ぎれば、その後は、荒れ地と
なることを明らかです。森林を再生するには長い
年月がかかります。 
 
Ⅲ．篠原メガソーラーとＫ社の諸問題 
 
1. 森林を大規模に伐採する行為 
 森林を大規模に伐採してまで篠原メガソーラー
を建設する是非が問題になり、Ｋ社のWeb siteの
「問い合わせ先」に質問が殺到しました。 
Ｋ社の返信は「お問い合わせいただきましてあ
りがとうございます。弊社としましては、小淵沢
地区の太陽光発電事業は、伐採された樹木を上回
る環境への貢献があるものと考えており、弊社の
環境への取り組みと一致するものと考えておりま
す」「お問い合わせのあった環境へのプラスマイナ
ス面の具体的数値につきましては、弊社はこれを
有しておりませんのでご回答することはできかね
ます。Ｋ社 お問い合わせ窓口 担当者」という
ものでした。これに対し、伐採された樹木を上回
る環境への貢献の根拠を定量的に提示するよう再
度質問しましたが具体的な回答はありません。 
そこで、篠原メガソーラーに関して、代理人弁
護士に以下の７項目の質問書を送りましたが具体
的な回答はありませんでした。 
(1) 森林伐採による温室効果ガス削減効果の低
減量 
(2) 太陽光パネルの生産に要したエネルギー 
(3) 建設工事に必要としたエネルギー 
(4) メンテナンスに必要なエネルギー 
(5) 将来の太陽光パネルの廃棄に要するエネル
ギー 
(6) 森林再生に必要なエネルギー 
(7) 太陽光発電所が生み出すエネルギー効果 
 
2. 森林伐採と温室効果ガス低減の論理は疑問 
 代理人弁護士は回答書にて、森林を伐採して太
陽光発電による再生エネルギーが温室効果ガス低
減に貢献する根拠として「マラケシュ合意」を持
ち出しています。 
しかしながら、マラケシュ合意とは、そもそも
気候変動枠組条約第７回締約国会議（COP7）で決
定された京都議定書の運用ルールをモロッコ国マ
ラケシュで法的文書化作業を行い採択されたもの
で、マラケシュ合意の意味するところは、地球温
暖化対策における各国の二酸化炭素排出量を算出
する際に、森林のもつ二酸化炭素の吸収量を差し
引くメジャメントとして規定されたものであり、
森林の重要性を強調したところにあります（山
形・石井 2001, p.11）。 
それを逆に、森林伐採を合理化するための数値
として扱うのは本末転倒した見地といわなければ
ならないでしょう。 
 
3. 太陽光パネル枠が近接住民に反射光公害を発
生 
篠原メガソーラーの仮設フェンスが取り除かれ
た平成 26年 7月以降、篠原メガソーラーの北側至
近距離 70mに位置する私を含む近接住居・私有地
に篠原メガソーラーの太陽光パネル枠の反射光が
発生することが分かりました（写真 2）。近接住民
の山荘の真南に篠原メガソーラーが位置していま
す。私の山荘も日本家屋同様に南側に窓を多く設
置し、日照を受けやすいよう南側が開放的に建て
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られています。滞在中は当然、南側の陽をうけて
南側の森林を見ながら過ごします。落葉の季節に
なる約半年間（概ね 11月～4月）は篠原メガソー
ラーの太陽光パネルが丸見えで、とりわけ朝夕の
時間帯に太陽光パネル枠に日射が当たり、山荘・
住居から反射光が直接目に入ります。拙宅西側隣
宅では、篠原メガソーラーの間の敷地（他の地権
者）は更地のため、1 年中、Ｋ社の反射光を見ざ
るを得ない状況になりました。 
開発事業に対して近接住民から公（光）害の苦
情があれば、本来、Ｋ社は現地に急行し住民と一
緒に反射光障害を確認して反射光を無くすために
住民と話し合うことが初期行動として求められる
筈です。それにも拘わらず、近接住民が代理人を
通じてＫ社と合意していた平成 26 年 9 月 23 日の
共同の現地確認計画をＫ社は一方的に反故にし、
未だに、近接住民との話し合いを拒否しています。 
 
4. 二重の公害の発生 
 平成 27年 4月 9日頃、突如として篠原メガソー
ラーの敷地北側部分の太陽光パネル枠の数列一部
に鮮明な緑色をしたテープのような物が貼られま
した。落葉したこの季節の南側には太陽光パネル
が丸見えで、これでさえ景観、眺望を壊している 
のに加え、さらに鮮明すぎる色彩をした緑色のテ
ープのような物は落葉した季節の景観とあまりに
もアンマッチで不快感を増幅させています。 
 
 
 
 Ｋ社は、私が公（光）害被害を指摘してから反 
射光対策としてテープのような物を施したようで
す。近接住民の山荘・住居から篠原メガソーラー
の反射光を確認することなく想像だけでテープら
しきものを施したようですが、肝心の朝夕の東西
の日射によるパネルの反射光対策が何らなされて
おりません。 
このような色彩のテープらしき物の貼付は、山
梨県の地上設置の太陽光発電設備のガイドライン
にも明らかに反するものです。また、近接住民の
山荘・住居に対して反射光を遮ることを目的とし
た植林も一切なされておりません。 
 
5. ISO14001認証を取得した企業としてあるまじ
き行為 
 Ｋ社は ISO14001（環境マネジメントシステム）
の認証を取得しています。認証法人は一般財団法
人Ｎ社です。私がＮ社に対して、Ｋ社は篠原メガ
ソーラー開発事業のプロセスにおいて ISO14001
に照らして近接住民との意思疎通の点で瑕疵があ
ること、また、反射光障害の苦情に対して近接住
民との話し合いを拒否している姿勢は、明らかに
ISO14001 に違反していることを指摘し調査を要
請しました。 
Ｎ社は現地調査の結果を踏まえ、「“北杜太陽光
発電所”における近接住民の方からの光害の苦情
に関しては適正に対応する方針である」との回答
写真 2. 太陽光パネル枠の反射光 
（筆者撮影） 
 
写真 3. テープ状の設置物 
（黄色枠線内に見える緑色のもの。筆者撮影） 
 
写真３. テープ状の設置物 
（枠線内にある緑色のもの。筆者撮影） 
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をＫ社から得たと私に連絡がありました。そして、
「“北杜太陽光発電所”における近接住民の方から
の光害に対する苦情に関しては適正に対応する方
針である、とは具体的にどういう内容を指してお
られるのでしょうか」との私の質問に対し、Ｎ社
は「Ｋ社による現地確認、近隣住民の皆様のご要
望を踏まえ対応されるものと認識しております」
との見解を示しています。 
Ｋ社は、 IS14001 の認証機関に対しては
ISO14001 を遵守して近接住民と話し合いにより
公（光）害に対応すると約束する一方で、公（光）
害に苦情を呈した住民に対しては共同の現地確認
や話し合いすら応じないという二律背反行為をと
るに至っています。 
 
6. Ｋ社の監査役・牽制機構は機能していない 
 Ｋ社の住民対策を受任した代理人弁護士は、同
一法律事務所の代表弁護士がＫ社の社外監査役に
就任しています。社外監査役の弁護士は、Ｋ社の
執行事業が法的遵守に留まらず、CSR やコーポレ
ート・カバナンスを遵守し、社会的道義に沿って
執行されているか否か、絶えずこの観点から監査
役監査基準に則り業務監査を担う立場にあります。 
しかしながら、その一方で、同一事務所の代理
人弁護士は住民対策という執行事業を受任して開
発事業を推進する立場にあります。Ｋ社と二名の
弁護士は利害関係が一致するにも拘わらず利益相
反業務を行っており、執行事業の点において明ら
かに一蓮托生であり企業の牽制機能はまったく働
いておりません。 
大手企業の多くは 1990年代に入り、企業の社会
的責任の強化に努め、CSR 報告書やコーポレー
ト・ガバナンスを積極的に推進・公表し、組織内
のチェック・アンド・バランス（牽制機能と体制）
を構築しました。例えば、環境に関する地球温暖
化対策の分野では ISO14001（環境マネジメントシ
ステム）の認証取得に取り組み始めました。こう
した動きは 1980 年代には見られなかった企業倫
理であり、法律さえ遵守すれば何をしても良いと
いう古き時代から脱却する企業方針の大きな変化
でした。 
Ｋ社も同様に、自らの企業の社会的責任を Web 
site にて社会に広く公表し、法の遵守に留まらず、
広く社会の一員であることを自認しています。換
言しますと、Ｋ社は法律さえ遵守すれば何をして
も良いという姿勢はとらないことを会社方針の一
つとして社会に約束しています。しかしながら、
篠原メガソーラー開発事業の、とりわけ住民対策
の分野において、住民との話い合いや住民の理
解・合意を形成する努力を怠ったまま開発工事を
強行したことは健全な地域コミュニティーの形成
促進と社会的道義に反しており、自らの企業方針
にも反するものです。このような行為を、Ｋ社の
株主は誰一人として歓迎しないことは明らかでし
ょう。 
 
7. Ｋ社による「住民説明会」の明らかな瑕疵 
 Ｋ社は山梨県に開発事業申請するに当たって住
民説明会を行うよう指導を受けていました。Ｋ社
は「二度にわたり住民説明会を実施した」と返答
しています。篠原メガソーラーの開発現場は山梨
県北杜市小淵沢町上笹尾篠原地区です。篠原地区
の住民には平成 25 年 9 月 3 日、「説明会と称する
場」が一度設定されただけです。「二度にわたり」
の返答は、篠原地区とは異なる女取地区住民への
「説明会」を、あたかも篠原地区住民に向けた説
明会であったかのようにすり替えたもので、事実
と全く異なります。 
ここで、「説明会と称する場」と何故表現してい
るのかをご説明します。篠原地区では定住者およ
び山荘住民を含め篠原行政区（「町内会」とお考え
ください）に加入している住民戸は約半数の 200
戸、残りの半数 200 戸は行政区に加入しておりま
せん。Ｋ社による「説明会と称する場」は篠原行
政区への加入戸を対象にしたもので、篠原地域の
半数戸は除外されています。除外された中には開
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発現場の近接住民も含まれています。平成 25年 8
月 25日付で篠原行政区長から出席を促す「至急回
覧」が出されておりますが、行政区加入の住民の
みが対象とされ、非加入者には回覧されておりま
せん。つまり、Ｋ社のいう「住民説明会」の実態
は、近接住民を含め篠原地域の全住民を対象に行
ったものではなく、開発現場の近接住民も含めた
半数戸は除外され、しかも平成 25年 9月 3日の「説
明会と称する場」の参加者はわずか 12 名でした。
平成 25年 9月 3日の「説明会と称する場」の出席
者から、このような少数の出席者の説明会だけで
着工することに強い反対意見が出されたことは至
極当然のことでした。このようにＫ社による住民
説明会には瑕疵があり、住民に真摯に向き合う姿
勢ではありませんでした。 
Ｋ社が山梨県に開発申請を行った書類を開示請
求して入手した資料によれば、Ｋ社と施工会社が
篠原区の訪問宅を訪問したのは 68戸、うち工事説
明者（在宅）22戸、工事説明資料の郵便受けへの
投函者 46戸と記載されています。この数字を見て
も約 400 戸の篠原地区住民への周知の点で瑕疵が
あることは一目瞭然です。 
私がお盆休みで山荘に滞在していた平成 25年 8
月 16日、家族と共に行楽のため車で出かけようと
したその矢先、Ｋ社および施工会社Ｓ社の担当者
が来て、玄関前で一言、言葉を交わしたことがあ
ります。出かける間際でしたので開発事業に関す
る説明や、あるいは私からの質問など具体的な話
は一切ありませんでした。 
私の山荘はＫ社の開発現場の北側至近距離 70ｍ
にあります。ゴルフ場のショートホール 80ヤード
に相当します。森林空間の中で 70mの距離といい
ますと都市部や住宅地と異なりまさに眼前です。
拙宅の東、西の両隣にも移住者と山荘の住居があ
ります。私たちの住居は南向きに立てられ、滞在
中は毎日、南側の景色・景観を楽しんでいました
が、その南側の森林が突如 25,000 ㎡も伐採され、
7,000 枚の太陽光パネルを擁した発電所が近接住
民との話し合いもなく建設されたのです。 
八ヶ岳南麓に位置する小淵沢町篠原地区には北
杜市外、とりわけ多くの都市部の方々が山荘を構
えていますが、一年の中で 8 月が一番住民の集ま
る時期になります。9 月に入りますと仕事や事業
の関係で篠原地区を離れ、それぞれが北杜市外に、
また都市部に帰るという地域特性があります。Ｋ
社が篠原住民に対して十分な説明を行う意思があ
ったならば、行政区の加入有無に関わりなく等し
く呼びかけ、また、地域特性からして篠原地区住
民に十分なリードタイムをもって事前に告知し、8
月に複数回の説明会を実施して然るべきだったで
しょう。 
 
8. Ｋ社は山梨県の行政指導をことごとく無視し
た 
 Ｋ社は、山梨県より開発事業の認可を受けるに
あたり、平成 25年 12月 10日付山梨県森林整備課
長宛回答書において、「施工にあたり近接住民の生
活環境に配慮した施工計画を立案し、施工業者に
周知徹底させます。」と約束したうえで、平成 25
年 12 月 18 日に山梨県より開発事業の認可を取得
しました。 
私は山梨県森林整備課に対し、「Ｋ社は近接住民
と全く話し合いをしないので話し合いをするよう
指導していただきたい」と要請し、その結果、施
工会社の一つであるＳ社は、山梨県森林整備課に
呼び出され「山梨県の担当部署を昨日の 3月 12日
に訪問し、近接住民とコミュニケーションを取る
よう指導がありました」と私に E メールを送信し
てきました。K 社は施主であり、ただの一施工業
者ではありませんから、当然ながら K社にも同日
同様の行政指導がなされたことは間違いないこと
でしょう。それにも拘わらず、Ｋ社は行政指導を
無視し、依然として近接住民の話し合いの呼びか
けに応じませんでした。 
続いて平成 26 年 6 月 26 日の北杜市定例市議会
にて、市議会議員より、「小淵沢町上笹尾字篠原地
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内における太陽光発電所の建設のための隣地開発
について４月、県議と現地視察し県職員の説明を
聞いてまいりました。その後、近接住民との懇談
会に参加しました。施工主、大手薬品メーカーは
隣接住民との話し合いをしなさいとの県の指導を
承諾しながら、いまだに履行せず拒み続けている
と言います。北杜市として施工主と近隣住民との
話し合いの場の設定の労を取れないか、伺います」
との質問がなされ、市幹部の産業観光部長は「県
に内容を確認したところ、計画段階で施工主が行
政区に説明会を実施したとのことであり、今後、
施工主が隣接住民と再度、話し合いをする予定と
聴いております」と答弁しました。 
翌日の平成 26 年 6 月 27 日、山梨県森林整備課
よりＫ社の責任者に対し北杜市議会の答弁内容に
従って近接住民と話し合うよう口頭（電話）によ
る指導がありましたが、Ｋ社はこの行政指導にも
従いませんでした。 
平成 26 年 8 月 1 日、私も「篠原森林を守る会」
の一員としてＫ社による篠原メガソーラー建設の
ための大規模な森林伐採の反対署名 3,870 筆を要
請書とともに山梨県知事へ提出しました。要請書
にはＫ社が住民無視の態度で開発事業を行ってい
ること、このような企業姿勢は県の自然環境保全
条例第１条ならびに県景観条例第１条の精神に背
いていることを訴え、県として、Ｋ社が近接住民
と話し合いをするようあらためて行政指導をされ
るよう要請しました。この面談の中で、森林整備
課は「Ｋ社にこれ以上の行政指導を行うと、行政
手続法に基づいて県を訴える用意があるようで難
しいです」という返答でした。 
このように、Ｋ社は行政指導を全く履行せず、
法律に違反さえしなければ何をしても良いという
態度で、Web site で広く社会に公表・約束してい
る自らの企業倫理に反する姿勢を取り続けていま
す。 
 
 
Ⅳ．近接、周辺住民との合意形成の模索・探究 
  
Ｋ社は、近接・周辺住民との話し合いを頑なに
拒否する一方で、住民の窓口として代理人弁護士
を委任しました。近接・周辺住民はＫ社と法律論
争をする気など毛頭ありません。今日の日本にお
いて、都市部或いは山荘地であれ、開発事業計画
が例え法規制をクリアしていたとしても近接・周
辺住民との話し合いの場が設定され、相互の意思
疎通を通じて合意形成の道を探究するのが、とり
わけ大手企業の社会的責任であり、近接・周辺住
民もそれを望んでいます。住民対策の前面にいき
なり代理人弁護士を立てるに至っては、近接・周
辺住民、すなわち篠原住民と真摯に話し合う姿勢
が当初から全くなかったものと考えざるを得ませ
ん。 
Ｋ社は山梨県より開発許可を得たとしています
が、肝心の近接住民との実質的な話し合いがいっ
さい行われないまま篠原メガソーラーが強行建設
されました。しかしながら、近接住民への公（光）
害は放置されたままですので現状固定は許されま
せん。 
そもそも、住民対策に代理人弁護士を立てるこ
と自体が「住民と会いたくない」「直接、話をした
くない」ことを意味しています。必然的に住民と
開発事業者の間に緊張関係が生まれます。しかし
ながら、だからと言って弁護士と法律論争するよ
うな「民事上の利害の衝突」とは考えておりませ
ん。むしろ、それ以前の、Ｋ社の開発事業に係る
企業道徳の欠如が引き起こした摩擦であると意味
づけることが正しい見方と考えます。 
仮に、私が開発事業の責任者であれば、行政区
への加入の有無に関わりなく住民に等しく公平に
接し、説明会の告知に際しても十分なリードタイ
ムを取り、住民の方々の危惧や不安を払拭する手
立てを時間をかけてでも講じることによって立場
の違いを埋める努力するものと考えます。場合に
よっては、合意形成のために開発事業計画の修正
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をも視野に入れて取り組むことでしょう。 
Ｋ社の CSR、コーポレート・ガバナンスの見地
よりＫ社が健全な企業発展を望み、篠原地区の一
角を占める良き隣人になるためには、速やかに近
接・周辺住民との話し合いに応ずべき社会的・道
義的責任があると考えます。 
 
Ⅴ．太陽光発電のエネルギーミックスに占める位
置づけ 
 
再生可能エネルギー政策の FITの発電量の大半
を占める太陽光発電は、屋根設置型の自家発電消
費および余剰電力を売電する地産地消型と地上設
置型太陽光発電に大別されますが、両者はその性
格を著しく異にしています。 
地上設置型太陽光発電は 50KW未満の分割分譲
型もそれ以上の出力設備も、さらにメガソーラー
も風力発電同様に不安定電源でありながらも、発
電する局面のみを切り取れば温室効果ガス削減効
果を伴いながら電力を供給するという社会的貢献
があります。しかしながらその一方で、FIT制度
の下で利潤を追求する目的もあります。地上設置
の太陽光発電設備は、すでに一般に知られている
ようにマンション投資同様の扱いで実質平均利回
り数%というふれ込みでビジネス展開されていま
すし、メガソーラーは金融商品に化けて投機対象
にもなっているのはご承知の通りです。 
エネルギーミックスにおいては、ベースロード
電源を原発あるいは脱原発のいずれにするのかと
いう議論は当然ありますが、太陽光発電がベース
ロード電源に代わる得ることはその不安定さから
して到底考えることができません。太陽光発電は、
発電可能な時間帯に限りベースロード電源の上部
で必要とされる不足需要を担保する補助的電源設
備という位置づけが正しいのではないかと思われ
ます。 
この見地から、屋根設置の自家用発電は大いに
その意義があるものと考えますが、メガソーラー
の設置に至っては、設置場所の厳格な選定、地域・
周辺住民との慎重かつ十分な合意形成があってこ
そ、初めてその効果を発揮するものと考えます。 
篠原メガソーラーをつぶさに見る限り社会的・
地域的貢献性は見いだせず、近接・周辺住民にと
って百害あって一利なしのメガソーラーといって
過言ではないでしょう。 
 
注 記 
1) 企業名、個人名は省略しています。 
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